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歳入予算の概要 

【国民健康保険特別会計】 

款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目１ 一般被保険者国民健

康保険税 

節１ 医療給付費分現年課

税分 

細節 医療給付費分現年課

税分 

令和 6年度当初予算額 １，９２４，９４２千円 令和 5年度当初予算額 ２，０１８，２１８千円 令和 4年度決算額 ２，０７５，９４２千円 

概要 

一般被保険者 28,764人 

一般世帯数 19,770世帯 

調定見込額 1,986,036千円×収納見込率 95.86％＝1,894,281千円（現年課税分） 

   32,146千円×収納見込率 95.86％＝  30,661千円（過年度随時課税分） 

※ 国民健康保険税は、医療給付費分、後期高齢者支援金等分、介護納付金分に分かれ、下表のとおり、所得割、

均等割が課税されます。なお、令和 6年度の税率改定により、資産割と平等割は廃止となりました。 

 

 
 所得割 資産割 均等割 平等割 限度額 

医療給付費分 6.5％ ― 35,000円 ―  65万円 

後期高齢者支援金分 2.7％ ― 16,000円 ―  22万円 

介護納付金分 2.3％ ― 16,000円 ―  17万円 

担当課 国保医療課 

 

款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目１ 一般被保険者国民健

康保険税 

節２ 後期高齢者支援金分

現年課税分 

細節 後期高齢者支援金分

現年課税分 

令和 6年度当初予算額 ７９９，８８７千円 令和 5年度当初予算額 ６５７，１１６千円 令和 4年度決算額 ６９９，１５０千円 

概要 

被保険者数 28,764人 

調定見込額 830,758千円×収納見込率 95.22％＝791,048千円（現年課税分） 

       9,283千円×収納見込率 95.22％＝ 8,839千円（過年度随時課税分） 

担当課 国保医療課 
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款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目１ 一般被保険者国民健

康保険税 

節３ 介護納付金分現年課

税分 

細節 介護納付金分現年課

税分 

令和 6年度当初予算額 ２４７，３８０千円 令和 5年度当初予算額 １８８，４９１千円 令和 4年度決算額 ２０８，０２０千円 

概要 

被保険者数  8,895人 

調定見込額 262,296千円×収納見込率 93.01％＝243,962千円（現年課税分） 

       3,675千円×収納見込率 93.01％＝ 3,418千円（過年度随時課税分） 

※40歳以上 64歳以下の被保険者が対象です。 

担当課 国保医療課 

 

款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目１ 一般被保険者国民健

康保険税 

節４ 医療給付費分滞納繰

越分 

細節 医療給付費分滞納繰

越分 

令和 6年度当初予算額 ８４，２１１千円 令和 5年度当初予算額 ９３，３７０千円 令和 4年度決算額 ９５，３０１千円 

概要 調定見込額 259,431千円×収納見込率 32.46％＝84,211千円 担当課 収税課 

 

款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目１ 一般被保険者国民健

康保険税 

節５ 後期高齢者支援金分

滞納繰越分 

細節 後期高齢者支援金分

滞納繰越分 

令和 6年度当初予算額 ２４，１７６千円 令和 5年度当初予算額 ２５，９３５千円 令和 4年度決算額 ２７，６７４千円 

概要 調定見込額 87,217千円×収納見込率 27.72％＝24,176千円 担当課 収税課 

 

款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目１ 一般被保険者国民健

康保険税 

節６ 介護納付金分滞納繰

越分 

細節 介護納付金分滞納繰

越分 

令和 6年度当初予算額 １２，００４千円 令和 5年度当初予算額 １３，０３８千円 令和 4年度決算額 １３，１００千円 

概要 調定見込額 40,337千円×収納見込率 29.76％＝12,004千円 担当課 収税課 
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款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目２ 退職被保険者等国民

健康保険税 

節４ 医療給付費分滞納繰

越分 

細節 医療給付費分滞納繰

越分 

令和 6年度当初予算額 １４千円 令和 5年度当初予算額 ３１千円 令和 4年度決算額 ５２０千円 

概要 調定見込額 46千円×収納見込率 31.11％＝14千円 担当課 収税課 

 

款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目２ 退職被保険者等国民

健康保険税 

節５ 後期高齢者支援金分

滞納繰越分 

細節 後期高齢者支援金分

滞納繰越分 

令和 6年度当初予算額 ３千円 令和 5年度当初予算額 ８千円 令和 4年度決算額 ７４千円 

概要 調定見込額 12千円×収納見込率 31.11％＝3千円 担当課 収税課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目２ 退職被保険者等国民

健康保険税 

節６ 介護納付金分滞納繰

越分 

細節 介護納付金分滞納繰

越分 

令和 6年度当初予算額 ２千円 令和 5年度当初予算額 ７千円 令和 4年度決算額 ５７千円 

概要 調定見込額 7千円×収納見込率 31.11％＝2千円 担当課 収税課 
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款４ 県支出金 項１ 県補助金 目１ 保険給付費等交付金 節１ 普通交付金 細節 普通交付金 

令和 6年度当初予算額 １０，０２２，０７７千円 令和 5年度当初予算額 １０，１０２，３０７千円 令和 4年度決算額 １０，３６１，２５６千円 

概要 

平成 30 年度からの国保広域化に伴い、保険給付の実施、その他国民健康保険事業の円滑かつ確実な実施のため、

保険給付費に要する費用の全額（出産・葬祭諸費等を除く）が県から交付されるものです。 

交付額 10,022,077千円 

・一般被保険者療養給付費分     8,577,480千円 

・一般被保険者療養費分         96,120千円 

・一般被保険者高額療養費分     1,326,120千円 

・一般被保険者高額介護合算療養費分   2,250千円 

・一般被保険者移送費分          100千円 

・退職被保険者等療養給付費分        10千円 

・退職被保険者等療養費分          10千円 

・退職被保険者等高額療養費分        10千円 

・退職被保険者等高額介護合算療養費分   100千円 

・退職被保険者等移送費分         100千円 

・審査支払手数料分           19,777千円 

担当課 国保医療課 
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款４ 県支出金 項１ 県補助金 目１ 保険給付費等交付金 節２ 特別交付金 細節 特別交付金 

令和 6年度当初予算額 ２３０，０５０千円 令和 5年度当初予算額 １９７，１８１千円 令和 4年度決算額 ２０１，９６３千円 

概要 

平成 30 年度からの国保広域化に伴い、県内市町村の財政状況その他の事情に応じた財政調整のため、県から交付

されるものです。 

交付額 230,050千円＝①+②+③ 

① 医療費適正化に係る市町村の努力に応じたインセンティブ等として、交付されるものです。 

交付額①＝198,319千円 

② 特定健康診査の実施見込人数に応じた金額の 2/3相当額が県負担金として交付されるものです。 

5,004円×9,200人×2/3＝30,691千円  

交付額②＝30,691千円 

③特定保健指導の実施見込人数に応じた金額の 2/3相当額が県負担金として交付されるものです。 

ア動機付け支援 4,740円×175人×2/3〔初回面接のみ〕＋1,170円×175人×2/3〔実績評価のみ〕＝689,500円 

イ積極的支援  7,020円×30人×2/3〔初回面接のみ〕＋ 10,530円×30人×2/3〔実績評価のみ〕＝351,000円 

交付額③（ア＋イ）＝1,040千円 

担当課 

① 国保医療課 

② 健康管理課 

③ 地域保健課 

 

款６ 繰入金 項１ 他会計繰入金 目１ 一般会計繰入金 節１ 保険基盤安定繰入金 細節 保険基盤安定繰入金 

令和 6年度当初予算額 ６２９，６３５千円 令和 5年度当初予算額 ５１７，９３２千円 令和 4年度決算額 ５４０，４５７千円 

概要 

低所得者に対する保険税軽減相当額を公費で補填する制度(保険税軽減分)と、保険税軽減の対象となった一般被保険者数

に応じて保険税の一定割合を公費で補填する制度(保険者支援分)で、国・県・市が負担した公費を一般会計から国民健康保

険特別会計へ繰入れるものです。このほか、子育て支援を目的とした未就学児の均等割軽減分の繰入金を含みます。 

担当課 国保医療課 

 

款６ 繰入金 項１ 他会計繰入金 目１ 一般会計繰入金 節２ 事務費繰入金 細節 事務費繰入金 

令和 6年度当初予算額 ６４，９０８千円 令和 5年度当初予算額 ６７，３２１千円 令和 4年度決算額 ７０，１５７千円 

概要 国民健康保険の事務の執行に要する経費を一般会計から繰入れるものです。 担当課 国保医療課 
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款６ 繰入金 項１ 他会計繰入金 目１ 一般会計繰入金 節３ 出産育児一時金繰入金 細節 出産育児一時金繰入金 

令和 6年度当初予算額 ２３，３３３千円 令和 5年度当初予算額 ３０，０００千円 令和 4年度決算額 ２５，７６０千円 

概要 出産育児一時金の 2/3 相当額を一般会計から繰入れるものです。 担当課 国保医療課 

 

款６ 繰入金 項１ 他会計繰入金 目１ 一般会計繰入金 節４ 財政安定化支援事業

繰入金 

細節 財政安定化支援事業繰

入金 

令和 6年度当初予算額 ４２，１８８千円 令和 5年度当初予算額 ４６，８８２千円 令和 4年度決算額 ４８，８１５千円 

概要 
低所得者や高齢者の割合が高い国民健康保険の財政健全化及び保険税負担の平準化のため、地方財政措置（地方交付税）

をされているもので、一般会計から繰入れるものです。 
担当課 国保医療課 

 

款６ 繰入金 項１ 他会計繰入金 目１ 一般会計繰入金 節５ その他一般会計繰入金 細節 その他一般会計繰入金 

令和 6年度当初予算額 １７１，３２５千円 令和 5年度当初予算額 ４６７，６１０千円 令和 4年度決算額 ０千円 

概要 国民健康保険特別会計の収支不足分を一般会計から補填するものです。 担当課 国保医療課 

 



事業概要

調書

（　）内は前年度分 伸　率 ﾍﾟｰｼﾞ

１総務費 78,382 4.0%

60,761)(            

２保険給付費 10,070,682 -0.9% 療養給付費保険者負担金（一般被保険者） 8,577,480 国保医療課 229

10,160,918)(        療養費保険者負担金（一般被保険者） 96,120 国保医療課 230

高額療養費負担金（一般被保険者） 1,326,120 国保医療課 231

出産育児一時金 35,000 国保医療課 233

葬祭費補助金 12,000 国保医療課 234

３国民健康保険 3,987,680 -1.8% 一般被保険者医療給付費分 2,639,010 国保医療課 235

　事業費納付金 4,061,289)(         一般被保険者後期高齢者支援金等分 1,006,088 国保医療課 236

介護納付金分 342,582 国保医療課 237

４共同事業拠出 1 -66.7%

　金 3)(                 

５保健事業費 171,299 -2.3% 健康保持増進事業 5,067 国保医療課 238

175,311)(           人間ドック等助成事業 51,805 健康管理課 239

特定健康診査事業 107,483 健康管理課 240

特定保健指導事業 1,866 地域保健課 241

６基金積立金 1 0.0%

1)(                 

７公債費 1 0.0%

1)(                 

８諸支出金 18,800 5.5%

17,816)(            

９予備費 1,000 0.0%

1,000)(             

令和６年度　掲載事業一覧（国民健康保険特別会計）

担当課
対前年度比 主　な　事　業　内　容

◎印は新規事業

（単位：千円）

款
総　予　算　額

事業費

228
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】        健康推進部 国保医療課 

款 ２ 項 １ 目 １ 一般被保険者療養給付費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 療養給付費保険者負担金 

令和 6年度当初予算 
事業費総額 

８，５７７，４８０千円 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

８，６３１，０００千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 5年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 04 県支出金 普通交付金 8,577,480 

令和 4年度決算 
事業費総額 

８，８２８，３４７千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

この事業は、一般被保険者の疾病や負傷に関して行うもので、療養を目的と

した診察、投薬、病院への入院などの一連の医療サービスを給付するものです。 

診療報酬等に応じて、保険者が保険医療機関等に支払う費用であり、医療費

（10割）から被保険者が窓口で支払った一部負担金を除いた 7割（8割もあり）

を支払うものです。 

※ 一般被保険者とは、退職被保険者等以外の被保険者です。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

計 8,577,480 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

01 負担金 8,577,480 

計 8,577,480 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】        健康推進部 国保医療課 

款 ２ 項 １ 目 ３ 一般被保険者療養費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 療養費保険者負担金 

令和 6年度当初予算 
事業費総額 

９６，１２０ 千円 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

１１１，０００ 千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 5年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 04 県支出金 普通交付金 96,120 

令和 4年度決算 
事業費総額 

９８，５９６ 千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

この事業は、一般被保険者の疾病や負傷に関して行うものですが、保険医療

機関等以外の柔道整復師等の施術やコルセット等の治療用装具で療養費の取

扱いが行われている場合等に療養費を給付するものです。 

原則、被保険者の申請に基づき、保険者が被保険者に対して支払う費用であ

り、医療費（10割）から被保険者の一部負担金相当額を除いた 7割（8割もあ

り）を支払うものです。 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 

 

 

 

計 96,120 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

01 負担金 96,120 

計 96,120 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】        健康推進部 国保医療課 

款 ２ 項 ２ 目 １ 一般被保険者高額療養費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 高額療養費負担金 

令和 6年度当初予算 
事業費総額 

１，３２６，１２０千円 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

１，３３８，０００千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 5年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 04 県支出金 普通交付金 1,326,120 

令和 4年度決算 
事業費総額 

１，３６４，７１２千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

一般被保険者が 1か月に医療機関等に支払った自己負担額が下表の自己負担

限度額を超えた場合、超えた金額を給付する費用です。 

○ 自己負担額一覧 

・70歳未満の被保険者 

所得区分（基礎控除後の総所得金額等） 自己負担限度額（3 回目まで） 

ア：901 万円超の世帯 252,600 円＋（医療費の総額－842,000 円）×1％ 

イ：600 万円超 901 万円以下の世帯 167,400 円＋（医療費の総額－558,000 円）×1％ 

ウ：210 万円超 600 万円以下の世帯 80,100 円＋（医療費の総額－267,000 円）×1％ 

エ：210 万円以下の世帯 57,600 円 

オ：住民税非課税の世帯 35,400 円 

 

 

 

 

 

計 1,326,120 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

01 負担金 1,326,120 

計 1,326,120 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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・70歳以上の被保険者 

所得区分 自己負担限度額（３回目まで） 

課税所得 690 万円以上の者 252,600 円＋（医療費の総額－842,000 円）×1％ 

課税所得 380 万円以上 690 万円未満
の者 

167,400 円＋（医療費の総額－558,000 円）×1％ 

課税所得 145 万円以上 380 万円未満
の者 

80,100 円＋（医療費の総額－267,000 円）×1％ 

一般：課税所得 145 万円未満の者 
外来[個人]18,000 円(年間上限額 144,000 円)・外
来+入院[世帯]57,600 円 

Ⅱ：住民税非課税の者 外来[個人]8,000 円・外来+入院[世帯]24,600 円 

Ⅰ：住民税非課税で主に年金収入が
80 万円以下の者 

外来[個人]8,000 円・外来+入院[世帯]15,000 円 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】        健康推進部 国保医療課 

 

款 ２ 項 ５ 目 １ 出産育児一時金 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 出産育児一時金 

令和 6年度当初予算 
事業費総額 

３５，０００千円 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

４５，０００千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 5年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 06 繰入金 出産育児一時金繰入金 23,333 

令和 4年度決算 
事業費総額 

２５，９１２千円 

根 拠 法 令 等 入間市国民健康保険条例 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

被保険者の出産及び育児の費用負担の軽減を目的に、一時金を支給するため

の費用です。 

給付額は 50 万円（産科医療補償制度に加入していない医療機関等で出産し

た場合は 48万 8千円）です。 

※ 産科医療補償制度とは、分娩に関連して発症した重度脳性麻痺のお子さま

とご家族の経済的負担を速やかに補償するとともに、原因分析を行い、同

じような事例の再発防止に資する情報を提供することなどにより、紛争の

防止・早期解決および産科医療の質の向上を図ることを目的に創設された

制度です。制度の運営は、公益財団法人日本医療機能評価機構が行ってい

ます。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 

 

計 23,333 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

02 補助及び交付金 35,000 

計 35,000 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】        健康推進部 国保医療課 

款 ２ 項 ６ 目 １ 葬祭費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 葬祭費補助金 

令和 6年度当初予算 
事業費総額 

１２，０００千円 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

１２，０００千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 5年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

     

令和 4年度決算 
事業費総額 

１０，７００千円 

根 拠 法 令 等 入間市国民健康保険条例 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

被保険者が亡くなったとき、その者の葬儀を行う者に対して支給する費用で

す。 

支給額は 5万円です。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

02 補助及び交付金 12,000 

計 12,000 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】        健康推進部 国保医療課 

 

款 ３ 項 １ 目 １ 
一般被保険者医療給付費

分 
新規・継続 

 ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 
事 業 名 一般被保険者医療給付費分 

令和 6年度当初予算 
事業費総額 

２，６３９，０１０千円 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

２，６４７，８２１千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

 

歳 

 

入 

 

 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 5年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

２，６７６，８６６千円 01 

 

 

03 

04 

国民健康保

険税 

 

国庫支出金 

県支出金 

医療給付費分現年課税分 

（一般被保険者） 

（退職被保険者等） 

災害臨時特例補助金 

特別交付金 

 

1,924,942 

1 

100 

178,529 

令和 4年度決算 
事業費総額 

２，７６８，４６３千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

平成 30 年度からの国民健康保険の県広域化により、財政責任の主体を県が

担うことになりました。これに伴い、市の保険給付に要する費用は、全額県よ

り交付されることになったことから、市が負担すべき費用のうち、一般被保険

者の医療給付に係る費用を県に納付するものです。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が、各都道府県に納付金を納付します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 2,103,572 

 

 

歳 

 

出 

 

 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 01 負担金 2,639,010 

計 2,639,010 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 



236 

事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】        健康推進部 国保医療課 

款 ３ 項 ２ 目 １ 
一般被保険者後期高齢者

支援金等分 
新規・継続 

 ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 
事 業 名 一般被保険者後期高齢者支援金等分 

令和 6年度当初予算 
事業費総額 

１，００６，０８８千円 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

１，０４５，３７７千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 5年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

１，０３８，２０８千円 01 

 

 

国民健康保

険税 

 

後期高齢者支援金分現年

課税分 

（一般被保険者） 

（退職被保険者等） 

 

 

 

799,887 

1 

令和 4年度決算 
事業費総額 

９５９，９５９千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

平成 30 年度からの国民健康保険の県広域化により、財政責任の主体を県が

担うことになりました。これに伴い、これまで市が行っていた後期高齢者医療

制度への支援金に係る事務は、県が行うことになったことから、市が負担すべ

き費用のうち、一般被保険者の後期高齢者医療制度の支援に係る費用を県に納

付するものです。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が、各都道府県に納付金を納付します。 

 

 

 

 

 

 

 

計 799,888 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 01 負担金 1,006,088 

計 1,006,088 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】        健康推進部 国保医療課 

 

 

款 ３ 項 ３ 目 １ 介護納付金分 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 介護納付金分 

令和 6年度当初予算 
事業費総額 

３４２，５８２千円 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

３６８，０５０千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 5年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

３４４，７７７千円 01 

 

 

国民健康保

険税 

 

介護納付金分現年課税分 

（一般被保険者） 

（退職被保険者等） 

 

247,380 

1 
令和 4年度決算 
事業費総額 

３７９，９１７千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

平成 30 年度からの国民健康保険の県広域化により、財政責任の主体を県が

担うことになりました。これに伴い、これまで市が行っていた介護保険制度へ

の納付金に係る事務は、県が行うことになったことから、市が負担すべき費用

を県に納付するものです。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が、各都道府県に納付金を納付します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 247,381 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 01 負担金 342,582 

計 342,582 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】        健康推進部 国保医療課 

款 ５ 項 １ 目 ２ 疾病予防費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 健康保持増進事業 

令和 6年度当初予算 
事業費総額 

５，０６７千円 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

６，０６６千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 5年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 04 

06 

県支出金 

繰入金 

特別交付金 

事務費繰入金 

4,600 

467 
令和 4年度決算 
事業費総額 

４，１４４千円 

根 拠 法 令 等 入間市国民健康保険条例 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

被保険者の健康の保持増進及び生活習慣病予防のために実施する事業の費

用です。 

・糖尿病性腎症重症化予防事業 

医療費の適正化、被保険者の日常生活の負担軽減及び生活の質（ＱＯＬ）

の低下を防ぐことを目的に、糖尿病性腎症の重症化による人工透析への移行

を抑制するための保健指導と受診勧奨を実施する事業です。 

平成 28年度から埼玉県の共同事業に参加しています。 

・健康レベルアップキャンペーンの実施（簡易健康度測定、健康相談） 

・生活習慣病予防等に関するポスター作成 

・埼玉県が実施するコバトンＡＬＫＯＯマイレージ事業へ参加 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

・糖尿病性腎症重症化予防事業 

埼玉県内では平成 26 年度から入間市を含め 19 市町が実施し、現在、52

市町が埼玉県共同事業を実施しています。それ以外の市町は、単独で実施し

ています。 

※ 埼玉県共同事業は、埼玉モデルとして全国に展開されている事業です。 

計 5,067 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

10 

10 

11 

12 

18 

 

01 

04 

01 

01 

01 

消耗品費 

印刷製本費 

通信運搬費 

委託料 

負担金 

357 

68 

42 

600 

4,000 

計 5,067 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】        健康推進部 健康管理課 

 

款 ５ 項 １ 目 ２ 疾病予防費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

なし 
事 業 名 人間ドック等助成事業 

令和 6年度当初予算 
事業費総額 

５１，８０５千円 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

５１，８０５千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 5年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

     

令和 4年度決算 
事業費総額 

５０，７９２千円 

根 拠 法 令 等 
入間市国民健康保険条例 

入間市国民健康保険人間ドック等助成に関する要綱 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

３０歳以上７４歳以下の被保険者を対象に、健康の保持増進を図ることを目

的として人間ドックと脳ドックを受検した者に対し、その受検料の一部を助成

するための費用です。 

助成額は 28,000円（それぞれ年度内 1回を限度）です。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

所沢市、飯能市など全国の多くの国民健康保険保険者が助成金を交付してい

ます。 

 

計  

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

10 

18 

 

01 

02 

 

消耗品費 

補助及び交付金 

5 

51,800 

 

計 51,805 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】        健康推進部 健康管理課 

 

 

款 ５ 項 ２ 目 １ 特定健康診査等事業費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

なし 
事 業 名 特定健康診査事業 

令和 6年度当初予算 
事業費総額 

１０７，４８３千円 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

１０８，３４４千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 5年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 04 

06 

県支出金 

繰入金 

特別交付金 

事務費繰入金 

30,691 

4,088 

 

 

 

令和 4年度決算 
事業費総額 

９８，３２３千円 

根 拠 法 令 等 入間市国民健康保険条例 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

４０歳以上７４歳以下の被保険者を対象に、生活習慣病を中心とした疾病予

防と医療費の増加抑制を目的に実施する特定健康診査に係る費用です。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 

 

計 34,779 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

08 

08 

10 

10 

11 

12 

13 

18 

02 

03 

01 

04 

01 

01 

06 

01 

普通旅費 

特別旅費 

消耗品費 

印刷製本費 

通信運搬費 

委託料 

その他使用料 

負担金 

6 

14 

449 

325 

3,950 

3,078 

5 

99,656 

計 107,483 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】        健康推進部 地域保健課 

 

 

款 ５ 項 ２ 目 １ 特定健康診査等事業費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

なし 
事 業 名 特定保健指導事業 

令和 6年度当初予算 
事業費総額 

１，８６６千円 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

４，０２８千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 5年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 04 

06 

県支出金 

繰入金 

特別交付金 

事務費繰入金 

1,040 

512 

 

 

 

令和 4年度決算 
事業費総額 

１，７３２千円 

根 拠 法 令 等 入間市国民健康保険条例 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

４０歳から７４歳の被保険者を対象に、生活習慣病を中心とした疾病予防と

医療費の増加抑制を目的として、特定健康診査の受診結果から、生活習慣の改

善が必要と判断された方に対し実施する特定保健指導に係る費用です。 

 

〇対象者：特定健診の受診者（入間市国保）のうち下表に該当する者 

腹 囲 
追加リスク 

④喫煙歴 
対 象 

①血糖②脂質③血圧 ４０－６４歳 ６５－７４歳 

≧８５ｃｍ（男性） 

≧９０ｃｍ（女性） 

２つ以上該当  
積極的支援  

動機付け支援 １つ該当 
あり 

なし  

上記以外で 

ＢＭＩ≧２５ 

３つ該当  
積極的支援  

 

動機付け支援 

２つ該当 
あり 

なし 
 

１つ該当  

※糖尿病、高血圧症または脂質異常症の治療に係る薬剤を服用している人を除く。 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

各市町村が国民健康保険の保険者として、事業を実施しています。 

計 1,552 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

07 

10 

10 

11 

 

01 

01 

04 

01 

 

報償費 

消耗品費 

印刷製本費 

通信運搬費 

 

1,200 

265 

105 

296 

 

計 1,866 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 


